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1990〜浸透移行型殺虫剤ネオニコチノイドの登場

○浸透移行性 systemic property

○幅広い殺虫スペクトル Effects to various pests 

○高い殺虫効果 Hyper effectiveness at low dose 

エチプロール フィプロニル

イミダクロプリド クロチアニジン チアクロプリド

チアメトキサム ジノテフラン

フェニルピラゾール系 クロロニコチニル系

○低い生態リスク Low ecological risk

コイ急性毒性
96hLC50 = 161ppm
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箱苗処理
Riced seedling box application

育苗期の土壌に混入して
根から薬剤を吸わせる。

省力化！

そのまま苗を植えれば
ワンシーズン殺虫剤要らず！
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水田メソコズムによる生態影響評価（2004年〜）

環境省「農薬による生物多様性影響調査」（2010〜2015）

環境研究総合推進費「農薬による水田生物多様性影響の総合的評価手法の開発」（2012〜2015）
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フィプロニル・イミダクロプリド連続投与による
水田生物群集の影響肥大化

群集影響増大！

群集影響小

• 群集構造は年々変化。特にフィプロニル区の影響は甚大
• イミダクロプリドの群集への影響は相対的に小さい
• トンボのヤゴや底生生物は特に影響を受けやすい

※1 モンテカルロtest (P > 0.05)

※2 個体数は ln(10x+1) で補正
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ホソナガカイミジンコ属sp

ユスリカ科spの幼虫

ホソタマミジンコ

カタビロアメンボ科sp

ミジワバエ科sp.(幼虫)

コガムシ

イボカイミジンコ属sp

アオモンイトトンボのヤゴ

イトミミズ科sp.

ショウジョウトンボのヤゴ

チビゲンゴロウ

シオカラトンボヤゴ

処理後減る種

2011 2012 2013

フィプロニル
イミダクロプリド

処理後増える種
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では、野外におけるネオニコチノイド農薬の残留とトンボの生息数の関係は・・・？

環境省「農薬による環境影響調査業務」（2014年〜）

全国7地点の水田周辺環境における農薬濃度とトンボ類ヤゴ数の調査
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北海道
空知地方

兵庫県

石川県

茨城県

奈良県広島県
佐賀県

H27年度水田周辺環境におけるトンボ類調査
（用水路やため池）

野外トンボ類影響調査事業（2015）
Survey of dragonfly diversity around paddy fields
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様々な環境因子がトンボ個体群・群衆に影響する

想定された要因間の因果的繋がりのモデル

トンボ類
多様性

ネオニコ
濃度

フィプロニル
濃度

年 地域

気温等

交絡要因を考慮する必要がある

水田
面積
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農薬のせいにする前に・・・
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環境B
（トンボ生息不適地？）
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『ネオニコ農薬でトンボは本当に減っているのか？』

明らかにすべき命題＝国民が知りたいこと・行政が答えに困っていること

●生息地環境・土地利用・植生・気候の影響は？

●他の薬剤（殺虫剤・除草剤・殺菌剤）の影響は？

●トンボ類はいつから、どの程度減っているのか？

●日本のトンボの未来は？

様々な角度からトンボ類の動態要因を解明し
ネオニコチノイド農薬の今後の管理方針を議論すべき
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直接毒性

餌生物
体内残留

水草類減少

藻類
減少

殺虫剤

殺菌剤 殺虫剤

End Point

トンボ群集変化

様々な農薬の生態影響エンドポイント
として位置するトンボ類

除草剤

餌生物
群集変化

生息場減少

重要な環境指標
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4）トンボ動態要因解析
景観・農薬履歴・濃度・・・
種多様性・個体群・分布
の変動支配要因解析

5）全国レベル評価
生息情報収集

生息規定要因に基づく
地図情報解析
生息適地マップ
リスクマップ

1）リスク評価高度化
新規化合物評価

底質毒性
毒餌曝露

ステージ別曝露
複合影響

2）水田メソコズム試験
トンボ類影響調査
農薬残留調査
複合影響

特に除草剤影響

3）野外調査
佐賀平野クリーク（ため池）
トンボ生息数の違い
農薬使用履歴
環境中残留分析
景観構造分析

国立環境研

国立環境研 近畿大学

佐賀大学国立環境研

「農薬取締法」
慢性影響評価法の実装

「ネオニコは本当にトンボ
を減らしているのか？」
国民の不安・疑問に

対する回答

自然共生型・
持続型農業
実現に貢献

農薬によるトンボ類生態影響実態の科学的解明および対策

行政・国民ニーズ
ネオニコチノイド農薬
のリスク評価・対策

フィードバック

フィードバック

OECD
テスト
ガイドライン

POST2020
生物多様性目標
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サブテーマ1：生態リスク評価のための毒性試験高度化

ビーカー試験でのEC50 羽化率低下をもたらす野外環境中濃度＞

餌生物を介した
暴露？

低濃度
長期暴露？

土壌を介した
暴露？

他薬剤との複合
影響？

（殺虫剤・除草剤）

野外では急性影響濃度より
はるかに低い濃度で影響が
出ている
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目標：実環境における暴露プロセスを反映した毒性試験法の開発

●試験生物としての恒久的供試システム（室内累代飼育法）の開発

●トンボ類の感受性種間差の把握

●餌を介した暴露試験法開発

●土壌を介した暴露試験法開発

●各種毒性データ取得

サブテーマ2

水田メソコズム試験

●複合影響試験法開発

サブテーマ3

野外水域調査

情報フィードバック

●試験法マニュアル作成

16



アオモン アキアカネ オオミジンコ ユスリカ

イミダクロプリド 18.7 36.7 85000 19.7

フィプロニル 0.766 1.368 190 0.0300-0.0500   

フィプロニルスルホン 0.422 0.815 データなし 0.0075-0.0079

フィプロニルスルフィド 0.264 0.644 データなし 0.0093-0.0105

フィプロニルデスルフェニル 1.036 2.601 データなし データなし

エチプロール 9.946 23.452 > 8330 データなし

半数影響濃度（遊泳阻害、μg/L）
急性毒性試験による感受性比較

17
急性毒性ではアキアカネは意外とタフ・・・

ユスリカの感受性が一番高い
フィプロニルは分解物の方が毒性が高い



殺虫剤と除草剤による複合暴露試験

００

０.20 ０.23
０.28

０.13

複合効果は確認されなかった
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長期暴露慢性毒性試験

シャーレ内、25℃下でア
オモンイトトンボ卵を維持

48時間以内に孵化した
ヤゴを試験に用いる

各濃度のフィプロニル・イミダク
ロプリド処理区および薬剤濃度0

の試験水それぞれに対し、餌生
物（ツボワムシ）を加えた試験水
を準備する

処理区

コントロール（アセトン）

Imida 2.5 ppb

Imida 5.0 ppb

Imida 10 ppb

Imida 20 ppb

Fiplo 0.25 ppb

Fiplo 0.50 ppb

Fiplo 1.0 ppb

コントロール（水）

餌生物はツボワムシを
利用

~ 100匹/1日
を加えた

19

餌生物を含む各試験水
は24h毎に交換し、
生存・遊泳・脱皮有無を
確認した。

試験期間は4週間とし、
その間、毎日試験水の交換と観察を行った



長期暴露慢性毒性試験

死亡率の暴露経過日数に伴う変化

20



長期暴露慢性毒性試験

脱皮発生率の暴露経過日数に伴う変化

21



長期暴露慢性毒性試験

48h EC50 4wk EC50 4wk LC50

Imidacloprid 112 3.02 3.58

Fipronil 1.84 0.177 0.449

H28年度 農薬の環境影響調査業務報告書より 今回の試験結果

4週間後の影響度および死亡個体の割合と薬剤濃度の関係
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長期暴露慢性毒性試験

生存・遊泳個体であっても、
形態異常、脱皮失敗および動きが鈍いなどの様子が見られた。

アセトンコントロール

イミダ 5.0 ppb

フィプロ 0.25 ppb

形態異常

脱皮失敗
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長期暴露慢性毒性試験

アセトン
コント
ロール

試験期間終了後の生存個体の平均体長 (cm)の比較

水
コント
ロール

0.50

ppb

1.00

ppb

0.25

ppb

5.00

ppb

2.50

ppb

Fipronil Imidacloprid

アセトン
コント
ロール

水
コント
ロール

0.50

ppb

1.00

ppb

0.25

ppb

5.00

ppb

2.50

ppb

Fipronil Imidacloprid

薬剤およびその濃度によって体サイズも影響を受ける
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サブテーマ2「メソコズム試験による生態影響評価」

担当：近畿大学・早坂大亮

無農薬

殺虫剤
imidacroprid

除草剤
Pentoxazone

殺虫剤
+除草剤
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サブテーマ2「メソコズム試験による生態影響評価」

担当：近畿大学・早坂大亮

無農薬

殺虫剤
imidacroprid

除草剤
Pentoxazone

殺虫剤
+除草剤
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トンボ

植食性昆虫動物プランクトン

植物プランクトン 付着藻類等

水草

＋－
デトリタス
食者

(ユスリカ等)

デトリタス

＋
ハビタットの提供

(non-trophicな相互作用)

水田のトンボ類の減少は、殺虫剤（特にフィプロ）がもたらした？（Nakanishi et al. 2018）

しかし、除草剤もトンボに対して間接的に影響する可能性は否定できない

＋－ ＋－

＋－ ＋－

＋－

http://kimag.cocolog-nifty.com/photos

/uncategorized/2008/04/24/2s.jpg

殺虫剤

直接毒性
除草剤

直接毒性

間接影響

https://www.flickr.com/photos/54044816

@N07/35302061886

イトトンボ亜目
トンボ科

水草上で生活するイトトンボ亜目の方が

水底で生活するトンボ科よりも

除草剤による負の間接影響を受けやすい？

トンボに対する殺虫剤と除草剤の
直接的・間接的な影響に注目



メソコズム試験により、除草剤と殺虫剤が
トンボに与える影響を検証

デザイン：除草剤と殺虫剤の有無を組み合わせた要因実験

試験期間：2017～2019年 5月末～10月中旬（約140日間）

除草剤：ペントキサゾン 殺虫剤：フィプロニル

ペントの特徴

•土壌吸着性が高い

•残効性が高い

•疎水性

フィプロの特徴

•土壌吸着性が高い

•即効性と残効性がある

•疎水性



農薬の環境中動態

●18年と同様、19年も実験開始時、土中に前年の薬剤が残留

29●殺虫剤は年を追うごとに土中で増加傾向？ しかしばらつきも大きい

30.2

7.7

71.5

0.09

3.2

0.33

42.5

1.75 0.93 2.83



※実験期間通しての平均値
※ C:対照区, H: 除草剤処理区, I: 殺虫剤処理区, I+H: 殺虫＋除草剤処理区

農薬が各生物群のアバンダンスに与える影響

●捕食性昆虫が殺虫剤によって減少傾向

30●水草は除草剤で減少傾向だが、2019年は減少幅が小さい

同定・
計数中

同定・
計数中



農薬がイトトンボ亜目・トンボ科に与える影響

※実験期間通しての累積値
※ C:対照区, H: 除草剤処理区, I: 殺虫剤処理区, I+H: 殺虫＋除草剤処理区

 イトトンボ亜目は除草剤によって減少傾向だが、トンボ科への影響は顕著でない

 両グループ共に殺虫剤で顕著に減少し、複合影響は認められず

 ただし、2019年のみイトトンボが除草剤でも殺虫剤でも減少せず

（除草剤→水草の影響が小さかったことを反映？）



農薬が昆虫の群集組成に与える影響（partial RDA）

除草×年： F2,12 = 1.1, P = 0.02

殺虫×年： F2,12 = 1.9, P < 0.01

除×殺×年： F2,12 = 0.8, P = 0.14

ショウジョウ

トンボ科spp.

シオカラ

ホソミオツネン

ギンヤンマ

クロイト

イトトンボ
亜目spp.

アオモンイト

オオアオイト

イトトンボspp.

ヤンマ科spp.
ホソミイト.

殺虫剤の影響

除
草
剤
の
影
響

 RDA1軸によって殺虫剤の影響が、

RDA2軸によって除草剤の影響が

表れた

除草剤の影響、殺虫剤の影響ともに、

年によって大きさor向きが変化→

除草剤については、水草の減少の程度が

年によって異なったことが原因？

除草剤と殺虫剤の複合影響は

年によって変化せず

Hashimoto et al.
(2020; EcolInd) の
手法を応用したもの



除草剤による間接影響のプロセス

 水草上と水底捕食者で除草剤の影響が異なる

→生活史形質が除草剤の間接影響を左右することが明らかになった

 ただし、殺虫剤（フィプロニル）が撒かれた場合は双方とも壊滅的被害を受け、

除草剤の間接影響も打ち消されることも示された

Hashimoto, 
Eguchi et al. 
2019 EcolApl

水草に
掴まって生活

イトトンボ亜目幼虫

トンボ科幼虫

水底で生活

水田の水草

除
草
剤 水草を

減少
させる

※除草剤は
トンボ目幼虫を
直接殺すことはない
（直接影響なし）

トンボ科幼虫は
減少しないか
むしろ増加

水草の減少に伴い
イトトンボ亜目幼虫の
個体数が減少



サブテーマ3「野外調査による生態影響評価」
担当：佐賀大学・徳田誠

佐賀平野の特徴：日本有数の水田地帯
総延長2,000kmに及ぶクリークと社寺林、多数のため池があり、

トンボをはじめとする水生生物の宝庫

佐賀平野のクリーク
社寺林

ため池を改修した
市内の公園

34
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横武クリーク公園

白石原湿原

久保泉工業団地

金立いこいの広場

神野公園トンボ池

大門村中遺跡

直鳥クリーク公園

ひょうたん島公園

ざわざわ池

多布施川河畔公園

調査地点の概況
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各調査地周辺の土地利用状況

白石原湿原

神野公園

金立公園

久保泉工業団地

横武クリーク公園

多布施川河畔公園

ひょうたん島公園

直鳥クリーク公園

大門村中遺跡公園

ざわざわ池公園

水田

水田

水田

水田

水田

水田

水田

水田

水田

市街地

市街地

市街地

市街地

市街地

市街地

市街地

市街地

市街地

市街地

市街地

水域

果樹園

水際植生

水田

林地

畑

草地

水田

神野公園、金立公園では周囲に水田が少ない

林地

畑

（全体平均）
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10地点における11月の底質中濃度の平均

フィプロニルおよび代謝産物濃度の年次推移

フィプロニルの代謝産物が底質に残留

(µg/L)
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2017年7月〜2018年6月の成虫個体数

神野、金立でイトトンボ亜目が多い傾向
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イトトンボ亜目

トンボ亜目

(  )：周囲の水田割合
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2018年3月および5-6月のヤゴ個体数

神野、金立で圧倒的に個体数が多い

0

50

100

150

200

250

イトトンボ亜目

トンボ亜目

(  )：周囲の水田割合

［30回掬い取りの合計］
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アオモンイトトンボの発生消長（2018年）

春は神野公園など、特定の場所でのみ多い
→水田が多い地点では越冬できていない？

0

50

100

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

神野公園 金立公園 久保泉工業団地 ざわざわ池公園 白石原

大門村中 多布施川河畔公園 直鳥クリーク ひょうたん島公園 横武クリーク



アオモンイトトンボの密度規定要因の解析

世代間のlog個体数差分を用いた解析

・春世代→当年秋世代（18春〜19秋データ）
増殖率＝log((1 + (t年の秋個体数)) / (1 + (t年の春個体数)))

→様々な環境要因の中で、

フィプロニル濃度のみが有意に影響

・秋世代→翌年春世代（17秋〜19春データ）
増殖率＝log((1 + (t年の春個体数)) / (1 + (t-1年の秋個体数)))

→様々な環境要因の中で、

フィプロニル濃度のみが有意に影響

どちらの世代にもフィプロ濃度が影響



フィプロ濃度が高い地点→春の発生量が少

フィプロニル濃度とアオモン差分（秋→翌春）



その他の種の密度規定要因（地点間比較）

・チョウトンボ、ベニイトトンボなど
（ヤゴが水生植物に生息）
植物被度がプラス、フィプロ濃度がマイナス

・オオヤマトンボ、タイワンウチワヤンマ、
ギンヤンマなど（ヤゴが底質に生息）
植物被度がマイナス、フィプロ濃度はNS

ただしマユタテアカネ（アカネ属）では
植物被度NS、フィプロ濃度がマイナスに作用

フィプロの影響は、種によって異なる
（アカネ属への負の影響が検出）



除
草
剤

サブテーマ4「生態影響の因果推論手法開発」
担当：国立環境研究所・林岳彦・横溝裕行・中西康介

サブテーマ1～３までの成果を統合し、農薬以外の影響を統計的に統制すること
により、農薬がトンボ類への減少に与える因果的影響を定量的に評価する

農薬以外の影響を
統計的に統制

様々な要因からの
トンボへの影響のデータ

農薬が「要因」となるか
影響の大きさはどの程度か
を明らかにする

ト
ン
ボ
へ
影
響
の
大
き
さ

ケースA ケースB

温暖化

農法

ネオニコ

除草剤

生息地の
分断化 観察されるのは

色々な原因が
折り重なった
状態での影響

サブ１
サブ２ サブ３

統計的因果推論
手法の適用

農法

ネオニコ

除草剤

生息地の
分断化

ト
ン
ボ
へ
影
響
の
大
き
さ

ケースA ケースB

ネ
オ
ニ
コ

除
草
剤

その他 その他

ネ
オ
ニ
コ

交絡の存在により
個々の要因の影響を
より分けるのは困難
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本サブテーマにおける研究内容

(1) 90-00年代の激減についての既往知見に基
づく因果影響のHill基準による分析

(2) 2009-16年のトンボ観測データ整備＆統計
的因果推論手法に基づく因果的影響の分析

(3) 温暖化原因説（箱剤原因説の主要競合仮説）
についての統計データに基づく検証

H29

H30

R1 (4) アキアカネ個体群モデルの構築による箱剤と中
干し等の因果的影響の推定



(1) 90-00年代の激減についての既往知見に基づく
因果影響のHill基準による分析

Nakanishi et al. (2018) in Environ Sci Pollut Res
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既往知見の分析から、フィプロニルをはじめとしたネオニコ
チノイド系等農薬がアキアカネ激減の主要因である可能性
が高いことを示した
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(2) 2009-16年のトンボ観測データ整備＆統計的因果
推論手法に基づく因果的影響の分析

北陸四県での2009-2016年の観測データから箱剤の使用量と
アキアカネ個体数の増減の因果関係を統計的に解析

Median
Min.

Max.

農薬の施用が個体数増加率を低下させていることを実測
データに基づき統計的に示した

交絡要因を調整した重回帰分析

農薬施用が個体数増加率に有意に影響

個体数のモニタリングデータ 因果ダイアグラム 回帰分析

Nakanishi et al. (2020) in Sci Total Environ



(3) 温暖化原因説（箱剤原因説の主要競合仮説）に
ついての統計データに基づく検証

Nakanishi et al. (submitted to Sci Rep)

温暖化の影響は短期的には限定的であり、90年代後半か
らの激減の主要因ではないことを示した

➊ 夏期気温値の計算
➋ 変動パターンの比較

➌ 回帰分析

●アカネ個体数データ

結果 気温と動態に相関はあるが、短期間で
の影響は限定的である

結果 気温の変動幅と個体群の激減のパター
ンには関連がみられない



箱
剤
で
の
死
亡
率

⽯川県

静岡県

富⼭県

(4) アキアカネ個体群モデルの構築による
ネオニコ系等箱剤と中干し等の因果的影響の推定

Hayashi et al. (in prep), Nakanishi et al. (in prep)

箱剤による死亡率“自然”増殖率 乾田化・中干し等での死亡率

アキアカネ個体群モデル

相
対
個
体
群
密
度

年 年

フィプロニル使用量は減少したが、箱剤全体からの影響は
概ね横ばい状態であり、2010年代以降も箱剤が個体数減
少の主要な要因であることが示唆された

乾田化等の影響がなくとも激減は生じたか？

圃場整備率が低ければ
激減は生じなかった

現在も箱剤の影響は大きいか？

箱
剤
に
よ
る
追
加
死
亡
率

ピークは過ぎたが
箱剤による死亡率は
概ね横ばい状態



• 箱施用殺虫剤は90年代の激減期以降においても
トンボの減少要因となっている Nakanishi et al. (2020)

サブテーマ４の主要な結論

• ネオニコ等箱剤は90年代後半からのトンボ激減の
主要因の一つである Nakanishi et al. (2018)

■

■

• 最も影響の大きいフィプロニルの使用量は減少したもの
の、箱剤全体からの影響は横ばい状態である Hayashi et 

al. (in prep)

• 90年代の激減はネオニコ等箱剤の影響（と80年代以
前の圃場整備と乾田化による死亡率増加の相乗効果）
により生じた Hayashi et al. (in prep)

• 温暖化の影響は短期的には限定的であり、90年代後
半からの激減の主要因とは考えられない Nakanishi et al. 

(submitted)



生態影響の因果推論手法開発としての成果

Hill基準
（エビデンスレビューベース）

統計的因果推論
（野外調査ベース）

個体群モデル
（メカニズムベース）

情報の限られた中で農薬の因果的な影響を多角的に
分析する統合的アプローチを開発・提示できた

Nakanishi et al. (2018) in Environ Sci Pollut Res

Nakanishi et al. (2020) in Sci Total Environ Hayashi et al. (in prep)

箱施用剤のアキアカネ個体群への因果的影響



サブテーマ5「全国レベルのトンボ類分布実態調査」
担当：国立環境研究所・角谷拓・池上真木彦

広域分布種
例) ハッチョウトンボ

狭域分布種
例) ナニワトンボ

島嶼分布種
例)ミヤジマトンボ

ため池 湖 ダム湖

自然池沼 都市・公園
池

河川

国立環境研究所荷おける地図情報整備実績

全国トンボ生息情報 全国環境情報

各種トンボの
生息適地マップ

農薬使用量
マップ

統合

サブテーマ4：因果推論
トンボ分布にかかる地域性評価
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農薬推定
使用量

水田
依存度

×

RQ＝

推定分布
確率

×

半数致死薬量
LD50 EC50

農薬ハザードと生息分布推定を詳細なスケールで計算
トンボに対する農薬リスクを各地点で評価

気候 分布データ土地
利用 湿地

畑地 水田

農薬
種特性

H29・30年

R01年：
生息適地マップR01年:農薬ハザードマップ

H29・30年
ロードマップ



Generalized Joint Attribute Modeling

応答変数のスケール変換（link関数）を用いない：
観測データは隠れ正規変数からのサンプリングと考える

誤差に種数×種数の多変量正規分布を仮定
種間相関の推定

Clark et al 2017
空間分布モデリング：GJAM

トンボ生息適地マップ作成

54



135種200 種

分布予測ベースマップ（本来生息すべきエリア）

サブテーマ4：因果推論
トンボ分布にかかる地域性評価

トンボ各種の分布予測図を作成

全国トンボ多様性地図を作成

農薬による影響のあぶり出し
55
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ハザードマップ作成

都道府県別
薬剤別・用途別
農薬使用量

農地率データ(1km)

推定農薬使用量

農薬名 農薬系統 アキアカネ(EC50) SE アオモン(EC50) SE

イミダクロプリド ネオニコチノイド系 1054.0 105.7 112.0 11.5

アセタミプリド ネオニコチノイド系 147.2 25.0 336.0 46.1

ニテンピラム ネオニコチノイド系 3337.0 395.4 550.0 71.7

チアクロプリド ネオニコチノイド系 620.5 142.8 128.0 16.0

チアメトキサム ネオニコチノイド系 78.5 10.8 1372.0 201.0

クロチアニジン ネオニコチノイド系 109.6 17.5 121.0 15.0

ジノテフラン ネオニコチノイド系 1263.0 198.9 523.0 91.8

フィプロニル フェニルピラゾール系 8.1 1.0 1.8 0.2

MEP 有機リン系 3.6 0.6 7.9 0.2

BPMC カーバメート系 136.0 13.7 43.6 4.8

ベンフラカルブ カーバメート系 6.3 0.4 28.3 2.0

エトフェンプロックス ピレスロイド系 8.0 1.1 0.6 0.1

シラフルオフェン ピレスロイド系 16.3 2.5 8.2 1.8

カルタップ ネライストキシン系 85.6 15.7 1053.0 168.0

クロラントラニリプロール ジアミド系 2221.0 133.4 910.0 170.0

毒性試験からの
急性毒性値（EC50）

トンボに対する農薬各剤
ハザード地図

（例：フィプロニル）

主要農薬の使用量を
細かいスケールで推定

アキアカネ・アオモン
に対する主要15剤の
ハザードマップ作製

（谷地2016より作成）



農薬リスクマップ作成
ネオニコによる
アキアカネ ハザードマップ

アキアカネ分布推定

水田依存度

アキアカネ・アオモン
に対するリスクマップ

各地点における推定分布

薬剤曝露量・水田依存度から

相対的な農薬リスクを計算



• トンボ135種の分布制限要因を解明し分布を推定

• 高解像度の農薬使用地図作成

• ハザードマップを主要7系統15剤で作製

• アオモンとアキアカネのトンボ農薬リスクマップを作製

口頭発表

• 角谷拓（2018）環境変動に対する多種間相関をもつ群集の応答：水
生生物群集を事例に 日本生態学会 第65回全国大会

• 池上真木彦・五箇公一（2019）生物季節観測データを用いた、アキ
アカネをはじめとする生物相の経年変化分析 日本生態学会 第66
回全国大会

• 池上真木彦・五箇公一（2019）長期生物季節観測データから読み解
くアキアカネの減少 日本応用動物昆虫学会 第63回全国大会

サブ5成果



フィプロニルは
トンボ類に対して
低濃度・分解物・慢
性毒性が特に高い

フィプロニルは
トンボ類の発生に
強い影響あり

フィプロニルが
野生トンボ類の

発生に有意に影響

アキアカネは
北陸・南西日本で
農薬暴露リスク

高い

サブテーマ1

室内毒性試験

サブテーマ2

セミフィールド試験

サブテーマ3

フィールド調査

サブテーマ5

全国調査

サブテーマ4

因果推論

【4-1701】農薬によるトンボ類生態影響実態の科学的解明および対策

トンボ（特にアキア
カネ）減少に対して
フィプロニルは
有意に関与
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【4-1701】農薬によるトンボ類生態影響実態の科学的解明および対策

結論
フィプロニルは室内試験から野外調査に至る

様々な角度からの検証においても
トンボ類、特にアキアカネの減少要因とされる
尤度が高く、本剤の使用量は早急に減少すべき



アウトリーチ〜国民への普及啓発
171005家庭用殺虫剤工業会 170801東京都教育庁理科教育カンファレンス

170907農薬登録担当者会

170531参議院院内集会

170713富山北部中学

180126フマキラー殺虫剤勉強会

180721国立環境研「夏の大公開」
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190513イナリサーチ・セミナー



環境省中央環境審議会土壌農薬部会・委員

環境省中央環境審議会土壌農薬部会農薬小委員会・委員

環境省中央環境審議会土壌農薬部会
水産動植物登録保留基準値設定検討会・座長

環境省水産動植物登録保留基準の運用高度化検討会・座長

環境省農薬の昆虫類への影響に関する検討会・座長

行政へのアウトプット



最終目標・アウトプット

●トンボを指標生物とした生態リスク評価手法を開発する

●野外におけるトンボ類減少のメカニズムを解明する

●生態学をベースとした農薬リスク管理手法を提言する

アウトカム

●農薬取締法における「水産動植物登録保留基準値設定」
の高度化に貢献する（国内政策支援）

●生物多様性条約ポスト2020年目標として農薬生態リスク
管理方針提言（国際貢献）

アウトリーチ

●自治体・国民の生態リスクに対する意識・リテラシーの向上
63



日本の生物多様性を支えた里山と農業
Agriculture supported biological diversity in Japan

水田は水生生物多様性のゆりかご
Paddy field is a cradle of biodiversity

食・農・環境は三位一体
Food, Agriculture, and Environment are inseparable

CONSITENT POLICY
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